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Ⅰ　会社設立の趣旨

神戸航空貨物ターミナル株式会社は，平成 6年 9月 4日の関西国際空港の開港によって訪れた

本格的な「空の時代」に対応して，西日本一円の航空貨物の物流拠点としての，荷さばき，通関，

保管及び関西国際空港への集中輸送等の機能を備えた「神戸航空貨物ターミナル」を整備運営す

ることにより，神戸港を海空陸の総合的な物流ネットワークの結節点として，さらに発展させる

ことを目的として設立された。
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Ⅱ　会社の概要

1　商 号　　神戸航空貨物ターミナル株式会社

Kobe Air Cargo City Terminal Co., Ltd.

2 　所 在 地　　神戸市東灘区向洋町東４丁目16番地

3　設 立　　平成４年４月28日

4 　資 本 金　　100,000千円

（平成28年 ８ 月実施の減資前資本金　2,936,000千円

うち，神戸市出資額　1,720,000千円）

︿参考﹀

「航空貨物ターミナル（Air Cargo City Terminal）」とは，航空貨物の輸送を円滑に行うために，

空港での荷さばき業務の輻輳を避ける目的で，事前に都心のターミナルで貨物の搬入・保管・通

関・輸送等の業務を総合的に処理する物流センターである。
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Ⅲ　会社の機構・社員数

1　機 構

� （令和元年 7月 1日現在）

代表取締役社長　　◦中川德一郎

代表取締役常務　　◦小松　信彦

総務部

部長　◦八田　正樹　　　総務グループ課長　（◦八田　正樹）

管理課長　　　　　　＊山田　一之

事業部

部長　　植田　　進

事業グループ課長　　（植田　　進）

（注）◦印は本市派遣職員を示す。

◦印は本市を退職した職員を示す。

＊印は本市再任用職員を示す。
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2 　社 員 数

� （令和元年 7月 1日現在）

組　　　　織 部　　　長 課　　　長 係　　　員 計

総　　務　　部   1 　（ 1） 1 1   3 　（ 1）

事　　業　　部 1 1   2 　　　　

計   2 　（ 1） 1 2   5 　（ 1）

（　）内は本市派遣職員数で内数
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3 　役　　員

� （令和元年 7月 1日現在）

役 職 名 氏 名 兼 務 す る 主 な 職 業

代表取締役社長 中　川　德一郎

代表取締役常務 小　松　信　彦

取    締    役 辻　　　英　之 神戸市港湾局長

取    締    役 山　本　直　実 神戸商工会議所地域政策部長

取    締    役 吉　井　　　真 阪神国際港湾株式会社取締役副社長

取 締 役 北　浦　　　剛 郵船ロジスティクス株式会社西日本営業本部本部長

取 締 役 内　海　史　夫 日本通運株式会社大阪航空支店長

取 締 役 池　内　正　悟 株式会社近鉄エクスプレス企画総務部次長

取 締 役 吉　岡　正　人 株式会社阪急阪神エクスプレス西日本営業本部第二
営業部部長

取 締 役 大川内　洋一郎 日本航空株式会社日本地区貨物販売支店第二販売部
西日本販売グループ長

取 締 役 勝　部　昭　男

全日本空輸株式会社貨物事業室オペレーション企画
部副部長
兼　株式会社ＡＮＡ　Ｃａｒｇｏ執行役員オペレー
ション部門担当

監 査 役 堀 茂 株式会社神戸フェリーセンター代表取締役専務

監 査 役 武　田　康　孝 株式会社三井住友銀行公務法人営業第二部長
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Ⅳ　定　　　　　　　款

第1章　総　　　　　則
（商　号）
第 1条　当会社は，神戸航空貨物ターミナル株式会社と称し，英文では Kobe Air Cargo City Ter-

minal Co., Ltd.と称する。
（目　的）
第 2条　当会社は，下記の事業を営むことを目的とする。
　⑴　航空貨物ターミナルの経営
　⑵　貨物の荷役，保管及び梱包
　⑶　店舗，事務所，上屋，倉庫，荷捌施設の管理及び賃貸
　⑷　荷役用機材及び機器の整備，保管及び賃貸
　⑸　通関手続き業務の代行
　⑹　空港案内等各種情報提供サービス業
　⑺　貨物運送取扱事業
　⑻　貨物自動車運送事業
　⑼　倉庫業
　⑽　飲食店，喫茶店，航空貨物ターミナル内の売店の経営
　⑾　駐車場の経営
　⑿　船舶及び自動車用燃油類及び部品の販売
　⒀　郵便切手類，収入印紙類の売り捌き
　⒁　広告宣伝の請負及びその企画製作
　⒂　土地，建物の売買及びその賃貸
　⒃　損害保険代理業
　⒄　物流に関する調査
　⒅　前各号に付帯するいっさいの事業
（本店の所在地）
第 3条　当会社は，本店を神戸市東灘区に置く。
（機　関）
第 4条　当会社は，株主総会及び取締役のほか，次の機関を置く。
　⑴　取締役会
　⑵　監査役
（公告方法）
第 5条　当会社の公告方法は，電子公告による方法により行う。ただし，事故その他やむを得な
い事由によって電子公告による公告をすることができない場合は，官報に掲載する方法により
行う。
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第 2章　株　　　　　式

（発行可能株式総数）
第 6条　当会社の発行可能株式総数は，180，000株とする。
（株券の発行）
第 7条　当会社の株式については，株券を発行する。
（株券の種類）
第 8条　当会社の株券は， 1 株券，10株券，50株券，100株券，1，000株券の 5種類とする。この
ほかに，1，000株未満の株式については，その株式数を表示した株券を発行することができる。
（株券の届出事項）
第 9条　当会社の株主及び質権者またはその法定代理人は，その氏名，住所及び印鑑を当会社所
定の書式により届け出なければならない。
2　前項の届出事項に関し変更を生じたときもまた同様とする。
3　前各号の届出をなさないために生じた損害については，当会社はその責を負わない。
（株式の譲渡制限）
第10条　当会社の株式を譲渡により取得するには，取締役会の承認を受けなければならない。
（株式の取扱い）
第11条　株式の名義書替その他株式の取扱いに関する手続き及び手数料等については，取締役会
で定める株式取扱規則による。
（株主名簿の閉鎖）
第12条　当会社は，毎事業年度末日の翌日から定時株主総会終了の日まで株主名簿の記載の変更
を停止する。
2　前項のほか，株主または質権者として権利を行使すべき者を確定するため必要があるとき
は，あらかじめ公告して一定期間株主名簿の記載の変更を停止し，または基準日を定めること
ができる。

第 3章　株　主　総　会

（招　集）
第13条　当会社の定時株主総会は，事業年度末日の翌日から 3か月以内に招集し，臨時株主総会
は，必要に応じてこれを招集する。
（招集権者）
第14条　当会社の株主総会は，法令に別段の定めのある場合を除き，取締役会の決議に基づき，
取締役社長がこれを招集する。
2　取締役社長に事故あるときは，あらかじめ取締役会の定める順序により，他の取締役がこれ
を招集する。
（議　長）
第15条　株主総会の議長は取締役社長がこれにあたる。
2　取締役社長に事故あるときは，あらかじめ取締役会の定める順序により，他の取締役がこれ
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にあたる。
（決議の方法）
第16条　株主総会の決議は，法令または定款に別段の定めがある場合を除き，出席した議決権を
行使することができる株主の議決権の過半数をもって行う。
（議決権の代理行使）
第17条　株主は，当会社の議決権を有する他の株主を代理人として議決権を行使することができ
る。この場合，代理人は代理権を証明する書面を当会社に提出しなければならない。
（議事録）
第18条　株主総会における議事の経過の要領及びその結果その他法令に定める事項については，
これを議事録に記載する。

第 4章　取締役，取締役会，代表取締役及び監査役

（取締役及び監査役の数）
第19条　当会社の取締役は20名以内とし，監査役は 4名以内とする。
（取締役及び監査役の選任の方法）
第20条　当会社の取締役及び監査役は，株主総会において議決権を行使することができる株主の
議決権の 3分の 1以上を有する株主が出席し，その議決権の過半数の決議をもって選任する。
2　取締役の選任については，累積投票によらない。
（取締役及び監査役の任期）
第21条　取締役の任期は選任後 2年以内，監査役の任期は選任後 4年以内に終了する事業年度の
うち最終のものに関する定時株主総会の終結の時までとする。
2　任期満了前に退任した取締役の補欠として，または増員により選任された取締役の任期は，
他の在任取締役の任期の残存期間と同一とする。
3　任期満了前に退任した監査役の補欠として選任された監査役の任期は，前任者の任期の残存
期間と同一とする。
（取締役会の権限）
第22条　取締役会は，取締役をもってこれを構成し，法令または本定款に定める事項その他当会
社の業務の執行を決定する。
（取締役会の招集及び議長）
第23条　取締役会は，取締役社長がこれを招集し，その議長となる。
2　取締役社長に事故あるときは，あらかじめ取締役会の定める順序により，他の取締役がこれ
にかわる。
（招集通知）
第24条　取締役会の招集通知は，会日の 3日前までに各取締役及び各監査役に対して発するもの
とする。但し，緊急の必要があるときは，この期間を短縮することができる。
2　取締役会は，取締役及び監査役の全員の同意があるときは，招集の手続きを経ないで取締役
会を開催することができる。
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（取締役会の決議の方法）
第25条　取締役会の決議は，取締役の過半数が出席し，その過半数をもって決する。
（取締役会の決議の省略）
第26条　当会社は，会社法第370条の要件を充たしたときは，取締役会の決議があったものとみ
なす。
（取締役会規則）
第27条　取締役会に関する事項は，本定款に定める場合を除き，取締役会で定めた取締役会規則
による。
（取締役会の議事録）
第28条　取締役会における議事の経過の要領及びその結果その他法令に定める事項は，議事録に
記載し，出席した取締役及び監査役がこれに記名押印する。
（役付取締役）
第29条　取締役会の決議をもって，取締役社長 1名，取締役副社長，専務取締役及び常務取締役
若干名をおくことができる。
（代表取締役）
第30条　取締役会の決議をもって，前条の役付取締役の中から会社を代表する取締役若干名を定
めることができる。
2　代表取締役は各自会社を代表する。
（報　酬）
第31条　取締役及び監査役の報酬は，それぞれ株主総会の決議をもって定める。
（取締役及び監査役の一部責任免除）
第32条　当会社は，会社法第426条第 1項の規定により，取締役会の決議によって取締役及び監
査役（取締役及び監査役であったものを含む。）の同法第423条第 1項の損害賠償責任を，法令
の限度において，免除することができる。
2　当会社は，会社法第427条第 1項の規定により，社外取締役及び社外監査役との間に，同法
第423条第 1項の損害賠償責任を限定する契約を締結することができる。ただし，当該契約に
基づく責任の限度額は，法令が規定する額とする。

第 5章　計　　　　　算

（事業年度）
第33条　当会社の事業年度は 4月 1日から翌年の 3月31日までとする。
（剰余金の配当）
第34条　事業年度の剰余金の配当は，毎事業年度末日現在における株主名簿に記載された株主ま
たは質権者に対して支払う。
2　剰余金の配当はその支払提供の日から満 3年を経過したとき，当会社はその支払いの義務を
免れるものとする。
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第 6章　附　　　　　則

（設立に際して発行する株式）
第35条　当会社の設立に際して発行する株式の総数は，48，200株とし，すべて額面株式とする。
その発行価額は 1株につき50，000円とする。
（最初の営業年度）
第36条　当会社の最初の営業年度は，当会社設立の日から平成 5年 3月31日までとする。
（最初の取締役及び監査役の任期）
第37条　当会社の最初の取締役及び監査役の任期は，その就任後 1年以内の最終の決算期に関す
る定時株主総会の終結の時に満了する。
（発起人の氏名，住所及び引受株数）
第38条　発起人の氏名，住所及びその引受けた株式の株は下記のとおりである。

（住　所）
　　　　　（氏　名）	 （引受株式数）
神戸市中央区加納町 6丁目 5番 1号
神 戸 市	 19，200株　
神戸市中央区港島中町 6丁目 1番地
神 戸 商 工 会 議 所	 20株　
神戸市中央区浜辺通 5丁目 1番14号
財団法人神戸港埠頭公社	 6，000株　
東京都千代田区丸の内二丁目 7番 3号
日 本 航 空 株 式 会 社	 1，400株　
東京都千代田区霞が関三丁目 2番 5号
全 日 本 空 輸 株 式 会 社	 1，280株　
東京都千代田区有楽町 1丁目 4番 1号
郵船航空サービス株式会社	 2，600株　
東京都千代田区大手町 2丁目 3番 6号
株式会社近鉄エクスプレス	 2，000株　
東京都千代田区外神田 3丁目12番 9 号
日 本 通 運 株 式 会 社	 2，000株　
大阪市北区角田町 8番47号
株 式 会 社 阪 急 交 通 社	 2，000株　
神戸市中央区東町112番地
関空カーゴアクセス株式会社	 260株　

附　則
この定款は，平成 4年 4月 6日から施行する。
附　則
この定款は，平成 5年 6月30日から施行する。
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附　則
この定款は，平成 6年 6月21日から施行する。
附　則
この定款は，平成14年 6 月24日から施行する。
附　則
この定款は，平成18年 6 月22日から施行する。
附　則
この定款は，平成21年 6 月24日から施行する。
附　則
この定款は，平成29年 6 月20日から施行する。
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Ⅴ　平成30年度事業報告

1　事業実績の概要

当会社においては，荷主の物流コスト削減や航空貨物業界の業務再編など厳しい経営環境が

続く中で，関係各社・行政機関の理解，支援も得ながら，航空貨物ターミナルとしてのサービ

ス提供に努め，航空貨物保安制度の改正による爆発物検査体制を整備するなど，貨物の需要地

に近く，スピーディな荷主対応と集積のメリットを発揮できる航空貨物ターミナルとして必要

なサービス体制の整備を図っている。また集中輸送については，収支改善を図るため，平成18

年度から貨物取扱量の多い大手社には原則的に自社運送をお願いし，効率的な運営に努めてい

る。

平成30年度の国際貨物事業の動向については，引き続き平成28年後半からの航空輸出需要の

増勢が続き好調に推移していたが， 9月 4日に近畿地方を襲った台風21号の高潮被害により，

当会社においても大きな施設損傷を受け，機能障害を生じる中でも物流機能の維持に努めると

ともに復旧に全力で取り組んだ。このような中，当会社における平成30年度の貨物取扱量は

4,865トンとなった。また，フォワーダー等への施設賃貸については，上屋貸付面積は6,054平

方メートル，事務所貸付面積では1,868平方メートルとなった。

一方，国内貨物等事業であるフォワーダー以外の物流事業者への施設賃貸については，上屋

では13,578平方メートル，事務所については2,051平方メートルとなっている。

　⑴　貨物の取扱状況（国際貨物事業）	 （単位　トン）

区 分 上 期 下 期 合 計
集
中
輸
送
業
務

輸 出 1,766 2,132 3,898

輸 入 560 407 967

計 2,326 2,539 4,865

　⑵　施設の賃貸状況（国際貨物事業・国内貨物等事業）（平成31年 3 月31日現在，単位　㎡）

施設区分 国際貨物事業 国内貨物等事業 合 計 入居率（％）

建　

物

上屋（荷受場含む） 6,054 13,578 19,632
23,551 74.5

事 務 所 1,868 2,051 3,919
駐
車
場
等

面 積 貸 付 509 5,526 6,035 97.7

個 別 貸 付 14台 92台 106台 74.1
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2 　損益計算書

（平成30年 4 月 1 日～平成31年 3 月31日，単位　円）

費 用 の 部 収 益 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

営 業 費 用 547,137,058 営 業 収 益 620,358,924

国際貨物事業費 229,125,749 国際貨物事業収入 265,314,720

国内貨物等事業費 318,011,309 国内貨物等事業収入 355,044,204

営 業 外 費 用 737,144 営 業 外 収 益 984,359

雑 損 失 737,144 受 取 利 息 984,359

特 別 損 失 48,339,632

災害による損失 48,339,632

合 計 596,213,834 合 計 621,343,283

税引前当期純利益 25,129,449

法人税，住民税及び事業税 6,876,232

法 人 税 等 調 整 額 727,306

当 期 純 利 益 17,525,911

前期繰越利益剰余金 102,548,273

繰 越 利 益 剰 余 金 120,074,184

※　神戸市からの収入				 

　　⑴　補　助　金　　　　　　　　　  -　千円

　　⑵　受　託　料　　　　　　　140,394　千円
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3 　貸借対照表

（平成31年 3 月31日現在，単位　円）
資 産 の 部 負 債 及 び 純 資 産 の部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産 452,693,043 （ 負 債 の 部 ） 380,174,522

現 預 金 299,209,328 流 動 負 債 115,087,733

売 掛 金 140,009,730 買 掛 金 3,853,125

有 価 証 券 3,000,000 未 払 費 用 77,326,358

未 収 入 金 18,246 前 受 収 益 31,463,750

未 収 収 益 70,384 賞 与 引 当 金 2,024,367

貯 蔵 品 等 757,085 そ の 他 420,133

前 払 費 用 1,052,590

未 収 法 人 税 等 7,543,800 固 定 負 債 265,086,789

未 収 消 費 税 等 1,003,800 預 り 保 証 金 等 253,781,989

そ の 他 28,080 退職給付引当金 11,304,800

固 定 資 産 327,656,487 （ 純 資 産 の 部 ） 400,175,008

有 形 固 定 資 産 7,539,514 株 主 資 本 400,175,008

建 物 6,982,777 資 本 金 100,000,000

構 築 物 175,413 資 本 剰 余 金 180,100,824

工 具 器 具 備 品 381,324 その他資本剰余金 180,100,824

無 形 固 定 資 産 861,800 利 益 剰 余 金 120,074,184

電 話 加 入 権 861,800 その他利益剰余金 120,074,184

投資その他の資産 319,255,173 繰越利益剰余金 120,074,184

投 資 有 価 証 券 310,007,000

保 証 金 3,395,286

繰 延 税 金 資 産 5,852,887

資 産 合 計 780,349,530 負債及び純資産合計 780,349,530
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4 　損益明細書

　⑴　収入内訳表� （単位　円）

区 分 合 計
内 訳

事 業 収 入 受 託 収 入 補助金収入 受取利息他

国際貨物事業収入 265,314,720 195,117,622 70,197,098 － －

国内貨物等事業収入 355,044,204 284,847,107 70,197,097 － －

受 取 利 息 等 984,359 － － － 984,359

合 計 621,343,283 479,964,729 140,394,195 － 984,359

　⑵　支出内訳表� （単位　円）

区 分 合 計
内 訳

人 件 費 物 件 費 減価償却費 雑損失等

国際貨物事業費 229,125,749 20,349,082 208,120,232 656,435 －

国内貨物等事業費 318,011,309 27,231,146 289,901,721 878,442 －

雑 損 失 737,144 － － － 737,144

その他（特損等） 48,339,632 － － － 48,339,632

合 計 596,213,834 47,580,228 498,021,953 1,534,877 49,076,776

　⑶　収支明細表（営業収支）� （単位　円）

区 分 収 入 支 出 収 支 差

国際貨物事業 265,314,720 229,125,749 36,188,971

国内貨物等事業 355,044,204 318,011,309 37,032,895

合 計 620,358,924 547,137,058 73,221,866
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Ⅵ　令和元年度事業計画

1　事業計画

国際航空貨物の動向については，輸出入ともに 4年連続のプラスとなるものの伸び率は鈍化

し，平成30年度を下回る水準になると予想され，日本発着の国際航空貨物の総量が 3年前の水準

に近づいているとの見方もある。

航空貨物業界全体では，荷主の物流コスト低減に向けての要請などの厳しい状況もあり，当会

社においても爆発物検査への迅速な対応を含め，スピーディな貨物輸送や円滑な通関及び貨物輸

送のための機能の確保など，当ターミナルに集積する各社の理解と協力も得て，サービス提供を

柔軟に行っていくことにより，地元企業等の支援の役割を果たしていく。

また，一般物流業者の誘致を図り，経営の安定化及び総合物流施設として活性化に努めていく。

令和元年度においては，貨物及びテナントの誘致に引き続き取り組み，貨物取扱業務について

は，4,500トン，施設賃貸面積については，22,700平方メートルを見込んでいる。

　⑴　貨物の取扱目標（国際貨物事業）� （平成31年 4 月 1 日～令和 2年 3月31日）

区 分 取 扱 量（トン）
集
中
輸
送
業
務

輸 出 3,600

輸 入 900

計 4,500

　⑵　施設の賃貸目標（国際貨物事業・国内貨物等事業）�（令和 2年 3月31日現在，単位　㎡）

施設区分 国際貨物事業 国内貨物等事業 合 計 入居率
（％）

建　

物

上屋（荷受場含む） 6,000 12,500 18,500
22,700 71.8

事 務 所 1,900 2,300 4,200
駐
車
場
等

面 積 貸 付 300 5,700 6,000 97.2
個 別 貸 付 10台 100台 110台 78.0
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2 　経営改善の取組み状況

　⑴　これまでの取組み状況

貨物取扱事業は，平成 ６年の開業当初，六甲アイランド－関西国際空港間をＲＯＲＯ船によ

る海上輸送で行っていたが，①開業直後の阪神淡路大震災による物流ルートの変化　②長引く

景気低迷の影響による取扱貨物量の伸び悩み等により，毎年度 ５億円超の大幅な赤字が続いた。

このため，平成11年 ４ 月より，海上輸送から陸上輸送による集中輸送に転換し，航空貨物の

増減に対応した弾力的な輸送体制にすることで運送コストの低減を図るとともに，同年 ６月に

は，当会社が所有してきた資産を神戸市に売却し，毎年の金利支払，減価償却費等の維持管理

費の負担を軽減するなど，経営体質を大幅に改善した。

また，荷主の物流コスト削減や通関行政の規制緩和，フォワーダー事業の再編統合など厳し

い経営環境が続く中で，当会社においては債務超過状態の解消を第一義として，更に事業の見

直しや組織のスリム化に取り組んだ。平成18年度には収支効率の悪かった貨物取扱業務を全面

的に見直し，集中輸送業務の対象を ８社から ３社に縮小するとともに，施設賃貸料の見直しも

行った。これらにより，平成21年度末には債務超過状態を解消し，さらなる健全経営に努めて

いるところである。

航空貨物は戦略的物流手段として世界的な景気変動等に大きく左右されるところであるが，

今後も当会社では航空貨物ターミナルとして，当施設に集積するフォワーダー各社の理解と協

力も得て円滑な通関・貨物輸送のための機能の確保を図り，爆発物検査機器を導入し航空貨物

保安制度の改正に対応するなど柔軟なサービス提供を図っていくことにより，地元企業等の支

援の役割を果たせるよう努める。

また，一般物流事業者等の誘致も行い，経営の安定化及び総合物流施設として活性化に取り

組んでいる。

　⑵　令和元年度の取組み

ア．国際貨物事業

・集中輸送の取扱貨物量の増加と効率化

・通関及び貨物輸送のための柔軟なサービス提供

イ．国際貨物及び国内貨物等事業

・上屋及び事務所への入居促進の強化

・施設管理及び一般管理のコスト削減
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3 　予定損益計算書

� （平成31年 4 月 1 日～令和 2年 3月31日，単位　千円）

費 用 の 部 収 益 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

営 業 費 用 435,854 営 業 収 益 493,783

国際貨物事業費 176,207 国際貨物事業収入 201,577

国内貨物等事業費 259,647 国内貨物等事業収入 292,206

営 業 外 費 用 483 営 業 外 収 益 177

雑 損 失 483 受 取 利 息 177

合 計 436,337 合 計 493,960

税引前当期純利益 57,623

法人税，住民税及び事業税 21,002

法 人 税 等 調 整 額 1,000

当 期 純 利 益 35,621

前期繰越利益剰余金 120,074

繰 越 利 益 剰 余 金 155,695

※　神戸市からの収入

　　⑴　補　助　金　　　　　　　　　 -　千円

　　⑵　受　託　料　　　　　　　37,030　千円
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4 　予定貸借対照表

� （令和 2年 3月31日現在，単位　千円）

資 産 の 部 負 債 及 び 純 資 産 の部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産 469,658 （ 負 債 の 部 ） 367,802

現 預 金 445,192 流 動 負 債 136,731

売 掛 金 22,815 買 掛 金 3,901

未 収 入 金 7 未 払 費 用 82,628

未 収 収 益 70 前 受 収 益 30,047

貯 蔵 品 等 756 未払法人税等 14,748

前 払 費 用 818 未払消費税等 3,086

賞 与 引 当 金 1,901

固 定 資 産 333,940 そ の 他 420

有 形 固 定 資 産 15,676

建 物 15,387 固 定 負 債 231,071

構 築 物 132 預 り 保 証 金 等 219,099

工 具 器 具 備 品 157 退職給付引当金 11,972

無 形 固 定 資 産 862

電 話 加 入 権 862 （ 純 資 産 の 部 ） 435,796

投資その他の資産 317,402 株 主 資 本 435,796

投 資 有 価 証 券 310,007 資 本 金 100,000

保 証 金 3,395 資 本 剰 余 金 180,101

繰 延 税 金 資 産 4,000 その他資本剰余金 180,101

利 益 剰 余 金 155,695

その他利益剰余金 155,695

繰越利益剰余金 155,695

資 産 合 計 803,598 負債及び純資産合計 803,598
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5 　予定損益明細書

　⑴　収入内訳表� （単位　千円）

区 分 合 計
内 訳

事 業 収 入 受 託 収 入 補 助 金 収 入 受 取 利 息 他

国際貨物事業収入 201,577 183,062 18,515 － －

国内貨物等事業収入 292,206 273,691 18,515 － －

受 取 利 息 等 177 － － － 177

合 計 493,960 456,753 37,030 － 177

　⑵　支出内訳表� （単位　千円）

区 分 合 計
内 訳

人 件 費 物 件 費 減価償却費 雑 損 失 等

国際貨物事業費 176,207 21,116 154,330 761 －

国内貨物等事業費 259,647 30,609 227,935 1,103 －

雑 損 失 483 － － － 483

合 計 436,337 51,725 382,265 1,864 483

　⑶　収支明細表（営業収支）� （単位　千円）

区 分 収 入 支 出 収 支 差

国 際 貨 物 事 業 201,577 176,207 25,370

国内貨物等事業 292,206 259,647 32,559

合 計 493,783 435,854 57,929
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Ⅶ　主要事業の推移（平成28年度～平成30年度）

項　　目

28年度 29年度 30年度 備　考

実　績 実　績
前年比
（％）

実　績
前年比
（％）

国

際

貨

物

事

業

貨
物
取
扱
状
況

輸 出 3,335トン 4,354トン 130.6% 3,898トン 89.5%

輸 入 1,124トン 1,188トン 105.7% 967トン 81.4%

計 4,459トン 5,542トン 124.3% 4,865トン 87.8%

施
設
賃
貸
状
況

上 屋
（荷受場含む）

6,560.17㎡ 6,560.17㎡ 100.0% 6,054.40㎡ 92.3%

事 務 所 2,465.16㎡ 1,948.58㎡ 79.0% 1,867.63㎡ 95.8%

駐　

車　

場

面積貸付 581.20㎡ 545.20㎡ 93.8% 509.20㎡ 93.4%

個別貸付 39台 28台 71.8% 14台 50.0%

国

内

貨

物

等

事

業

施
設
賃
貸
状
況

上 屋
（荷受場含む）

14,690.48㎡ 15,410.98㎡ 104.9% 13,578.18㎡ 88.1%

事 務 所 1,088.76㎡ 1,623.65㎡ 149.1% 2,051.24㎡ 126.3%

駐　

車　

場　

等

面積貸付 5,453.40㎡ 5,489.40㎡ 100.7% 5,525.40㎡ 100.7%

個別貸付 80台 98台 122.5% 92台 93.9%

※ 施設賃貸状況における契約面積、契約台数については、当該年度の ３月31日現在で比較している。
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（参考）財務状況推移

（単位：千円）

平成28年度 平成29年度 平成30年度 29 → 30増減

損
益
計
算
書
（
Ｐ
／
Ｌ
）

営業利益 75,234 79,230 73,222 ▲ 6,008

営業収益 542,188 555,329 620,359 65,030

営業費用 466,954 476,099 547,137 71,038

うち販売費及び一般管理費 59,172 56,680 59,469 2,789

うち人件費 47,347 44,981 47,580 2,599

うち減価償却費 3,471 3,045 1,535 ▲ 1,510

営業外利益 ▲ 47 ▲ 249 247 496

営業外収益 409 238 984 746

営業外費用 456 487 737 250

うち支払利息 0 0 0 0

経常利益 75,187 78,981 73,469 ▲ 5,512

特別利益 0 0 ▲ 48,340 ▲ 48,340

特別利益 0 0 0 0

特別損失 0 0 48,340 48,340

法人税等 24,791 26,829 7,603 ▲ 19,226

当期純利益 50,396 52,152 17,526 ▲ 34,626

前期繰越利益剰余金 ▲ 2,655,899 50,396 102,548 52,152

繰越利益剰余金 50,396 102,548 120,074 17,526

貸
借
対
照
表
（
Ｂ
／
Ｓ
）

資産合計 849,626 852,752 780,349 ▲ 72,403

流動資産 719,186 620,697 452,693 ▲ 168,004

固定資産 130,440 232,055 327,656 95,601

うち建物 6,341 9,248 6,983 ▲ 2,265

負債合計 519,128 470,103 380,174 ▲ 89,929

流動負債 204,404 172,737 115,087 ▲ 57,650

うち短期借入金 0 0 0 0

固定負債 314,724 297,366 265,087 ▲ 32,279

うち長期借入金 0 0 0 0

純資産合計 330,497 382,649 400,175 17,526

株主資本 330,497 382,649 400,175 17,526

資本金 100,000 100,000 100,000 0

資本剰余金 180,101 180,101 180,101 0

利益剰余金 50,396 102,548 120,074 17,526

評価換算差額等 0 0 0 0
※平成28年 ８ 月に資本金2,936,000千円を100,000千円とする無償減資を実施。減資した2,836,000千円の内，
　2,655,899千円を利益剰余金に振り替えて累積損失を解消し，残額180,101千円を資本剰余金に振り替えた。
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